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新任研究主任が抱く教職員の力量向上と

校内研修会に関する意識の調査↑

浦野弘・佐藤修司＊

秋田大学教育文化学部

秋田県内において新しく研究主任についた教職員を対象に，「教職員の力量形成」に関

する意識調査を行っている。その結果，（１）学校規模が大きくなるほど，「管理職の指導助

言」の寄与が少ないと感じており，逆に「研修部等による校内研修」が効果的に働いてい

ると感じている（２）新任の研究主任は，これまでの校内研修会は十分に機能していない

と感じており，有益な'情報は教育関係の書籍・雑誌等から得ている傾向がある（３）自己

の力量向上のために強く望む領域は，「教材開発｣，「教科の専門事項｣，「生徒指導理解」

である(4)経験年数により，研修内容に関する要望が変わる(5)新任の研究主任が求め

る支援として，「総合教育センターによる研修の充実」と「校長，教頭からの支援の充実」

が特に強い等の特徴を見いだしている。それに基づき，ａ）管理職を含めた研究主任に

対する研修体制の支援，ｂ）校外の公的研修と共に教員の研修意欲の向上，ｃ）日々に語り

合う職員室の雰囲気の醸造，。）地域で連携した研修体制の構築，ｅ）大学教員等の参画

等についての提言をしている。

キーワード：研究主任，専門職としての力量，教員の資質向上，現職教育

１．はじめに

2004年12月にTIMMS2003やPISA2003の国際学

力比較調査の結果が出ると，我が国の児童生徒の学

力低下が強く指摘されるようになり，教育再生会議

や中央教育審議会の指摘を受けるまでもなく，教員

の資質向上が強く語られ，2007年６月には教育職員

免許法も改正された．一方，学校教育現場での授業

改善を目指し，学力向上フロンティア事業や学力向

上拠点形成事業等の施策も試みられてきている．し

かしながら，例えば，津本・宗我部（2005）の中で，

丸山が触れているように「校内研究によって格段に

授業がよくなったとの実感を持っている教師は驚く

ほど少ない」という指摘があり，校内における研究

や研修が十分に機能しているとは言えないのが現状

である（本稿では，校内における教員の資質向上に
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かかわる研究や研修を総称して校内研修と言うこと

にする)．

秋田県には小規模校が多く，特に中学校では各教

科の専任が１名ずつという場合が多くある．そのた

め初期層教員の時代に小規模校のみを巡ると，先輩

教員による直接的な指導や語らいを受けられず，十

分な実践力の習得がないまま中堅になってしまう教

員もいるという現実がある．また，校内研修のリー

ダーであるべき研究主任が校内の最年少の教員であ

るというような実態もある．

このような問題意識のもとに，新しく研究主任に

就き，自己のみならず，校内の他の教職員をも含ん

だ「教職員の力量向上」に努める目標を持ったばか

りの新研究主任を対象に，自己の力量形成や向上に

関する意識と，現在の校内研修体制に関する意識に

ついて，調査を行った．本稿では，その結果を示す

とともに，今後の研修会等の持ち方及び大学教員の

関わり方等について，検討する．
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2．「教職員の力量向上に関する」アンケート調査

の方法

2-1．調査の対象と調査の手続き

秋田県総合教育センターが2006年度に主催した基

本研修講座（教職の経験年次別研修と職務別新任者

研修講座で，秋田市を除く県内の当該者全員が受講

する講座：通称Ａ講座）の一つである「小・中学

校新任研究主任研修講座」の参加者を対象とした．

この研修講座及び調査の対象となった教諭を以後，

｢新研究主任」と称する．この講座は2006年５月１０

日と10月24日の２回にわたって行われ，その第二日

目の終了時に，質問紙を配布し，回答を依頼した．

調査項目は，当該校の研修体制，自己の研修への

取組状況，研究内容への要望，研究主任としての課

題等について，３～５段階で回答を求めた．

3．「教職員の力量向上に関する」アンケート調査

の結果と分析

以下に，調査した項目毎の設問とその回答の集計

結果を記し，その分析を進める．

設問１．研修講座参加者の男女別

研修参加者の性別を集計したものが，表１である．

平成18年度の秋田県の公立小中学校の教諭の男女比

は，男性が46％，女性が54％であり，今回の新任研

究主任の男女比は，ほぼこれと同じである．この研

修講座は新任の研究主任の悉皆研修であることから，

各学校においては男女の別なく研究主任が設けられ

るていることがうかがえる．

表１男女別人数・割合

男 女 計

人数 3２ 3７ 6９

構成比 46.4 53.6

設問２．講師を含めた教職経験年数

臨時採用等の期間も含めての教員としての経験年

数を，５年毎に集計したものが，表２である．

経験年数15-25年の層が最も多く，７５％程度がこ

の中に入る．平均年数は19年，最頻値は20-25年に

あり，４０歳代が中心であると思われる．一方，１０年

未満の方も２名おり，教職10年目研修に該当する以

前に研究主任を務めるという現状もあることがわか

る．この場合には，２０歳代から30歳前半である場合
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もあり，小規模校では，校内の最年少者というケ

スも考えられる．

表２経験年数

経験年数 人数 構成比

5年未満 ０ 0.0

5-10年未満 ２ 2.9

10-15年未満 １１ 15.9

15-20年未満 2４ 34.8

20-25年未満 2８ 40.6

25-30年未満 ４ 5.8

30-35年未満 ０ 0.0

35年以上 ０ 0.0

平均年数 19.0年

表２をもとに，以後の議論においては，経験年数

別の検討を行う場合は，「15年未満｣，「15-20年未満｣，

｢20年以上」の３つの層に分けることにする．それ

は，「10-15年未満」と「15-20年未満｣，「20-25年未

満」に９割の者が入り，かつ「新研究主任」の年齢

の平均値と中央値が「15-20年未満」の枠にあるの

で，それより経験年数の多い層と少ない層の３つの

カテゴリーに分けることにした．

設問３．在任校の学級規模

所属校の学級数を，集計したものが，表３である．

所属校が小学校の者が57％，中学校の者が36％，特

殊教育学校の者が７％であったが，以後の議論では，

校種による特性よりは，むしろ研究主任が関わる校

内の教員数に関連があることから，学級数を指標に

検討することにし，それを以下のように扱うことに

した．

表３学校規模別人数・割合

学校規模 人数 ％

6学級未満 1６ 23.2

６－１１学級 3９ 56.5

12-17学級 1１ 15.9

18-23学級 ３ 4.3

24学級以上 ０ 0.0

１１学級以下が，８割を占めており，小学校では１

学年１学級という学校規模が非常に多いことがわか

る．このことは，１学年２学級以上の適正規模もし

秋田大学教育文化学部教育実践研究紀要

Akita University



くはそれ以上の規模の大きい学校において「初めて

研究主任になる場合」は少なく，大規模校における

研究主任はすでに小規模校において研究主任の経験

したという者が多いのではないかと推測できる．

すなわち，本県における新任の研究主任の課題の

一つは，「小規模校での研究の推進」であると言え

る．小規模校においては，学級を担任しながら研究

主任を務め，かつ，設問９等からもわかるように，

研究主任以外の他の校務分掌等も多くこなしており，

大規模校における研究主任に比べて，カバーしなけ

ればならない校務の領域が広い．

なお，平成１８年度の秋田県の小中学校を合わせて

集計したときの割合は，６学級未満が21％，6-11学

級が55％，12-17学級が１５％，18-23学級が６％，２４

学級以上が２％であり，この研修会への参加者の割

合はほぼそれに近い．

設問４．学校における力量向上のための体制

「現任校における力量向上のための体制」につい

て，聞いたものが，表４である．

なお，この質問項目は，松平（1988）で示された

教師の力量として重要と指摘された項目を参考に設

定した．

「管理職から指導助言」「研修部等による校内研

修」「同僚教師同士の学びあい」「教師個人の改善の

努力」において，肯定的（｢大いに機能している」

と「ある程度機能している」を合わせたもの）が

8～９割程度とその評価は高い．中でも，評価の高

いものは「管理職から指導助言」であるが，一方否

定的な評価も１割程度ある．評価の低いものは，

｢校外研修等への派遣」「時間確保など経営上の改善」

｢児童・生徒のとの学びあい」「保護者・住民との学

びあい」である．また，「校内研修」では，肯定的な

評価は95％を超えているが，大いに機能していると

いう強い肯定は低い．このことは，校内研修を担当

する研究主任としてはその重要性は理解しているが，

この半年間の研修や自己の主任として業務の不備が

気になり，比較的控えめな評価をしているものと思

われる．

「校外研修等への派遣」は35％程度が否定的であ

り，その評価が低い．期待度の高さにより，評価が

厳しくなっているとも考えられよう．

「時間確保などの経営上の努力」も，弱い否定を

含んだ否定的が４割近くあり，研修時間の確保を始

めとした経営上の努力が不十分であることがわかる．

この指摘は，逆に努力次第で，まだまだ改善の可能

性が高いと判断していることがわかる．

次いで，「学校規模」別に集計したものが表５で

ある．

「管理職の指導助言」は学校規模が大きくなるに

つれ大いに機能しているという強い肯定の割合が減

少する．これは，学校規模の違いにより，管理職が

一般の教諭と会話したり，日常的に教室をまわる機

会に違いが出やすいことの反映と思われる．それに

対し，「校内研修」は学校規模が大きくなるにつれ，

強い肯定の割合は多くなる．「校外研修」は学校規

模が大きくなるにつれて否定的の割合が増加してい

るが，一方で，強い肯定は学校規模が大きいところ

で最も多い．さらに，「経営上の努力」や「子ども

との学び｣，「親との学び」は学校規模が大きくなる

と，否定的な割合が増加している．

表４学校での力量向上の体制 (％）

大いに機能 ある程度 あまり 全くだめ わからない

管理職の指導 26.1 62.3 8.7 2.9 ０．０

校内研修 8.7 87.0 2.9 1.4 0.0

校外研修 11.6 52.2 33.3 １．４ 2.9

同僚との学び 18.8 73.9 7.2 ０．０ 0.0

個人の努力 11.6 82.6 4.3 ０．０ 1.4

経営上の努力 8.7 50.7 37.7 1.4 1.4

子どもとの学び 4.3 69.6 20.3 0.0 5.8

親との学び 0.0 34.8 58.0 2.9 4.3
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大い

に

管理職の指導 31.3

校内研修 6.3

校外研修 12.5

同僚との学び 25.0

個人の努力 18.8

経営上の努力 18.8

子どもとの学び 6.3

親との学び 0.0

表５学校での力量向上の体制（学校規模別：％）

6学級未満

ある

程度

62.5

87.5

62.5

68.8

81.3

56.3

81.3

56.3

あま

り

0.0

0.0

25.0

6.3

0.0

25.0

12.5

37.5

全く

だめ

6.3

6.3

0.0

0.0

0.0

０．０

０．０

０．０

わから 大い

ない に

０．０ 28.2

０．０ 7.7

0.0 5.1

0.0 17.9

0.0 10.3

0.0 2.6

0.0 0.0

6.3 0.0

6-11学級

ある

程度

59.0

89.7

56.4

74.4

84.6

53.8

69.2

28.2

あま

り

10.3

5.1

30.8

7.7

5.1

38.5

20.5

66.7

全く

だめ

2.6

0.0

2.6

0.0

0.0

2.6

０．０

2.6

わから

ない

０．０

０．０

5.1

0.0

0.0

2.6

10.3

30.8

大い

に

14.3

14.3

28.6

14.3

7.1

14.3

14.3

０．０

12学級以上

ある

程度

71.4

85.7

28.6

78.6

78.6

35.7

57.1

28.6

あま

り

14.3

0.0

42.9

7.1

7.1

50.0

28.6

64.3

全く

だめ

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

０．０

0.0

7.1

わから

ない

0.0

０．０

0.0

０．０

7.1

0.0

0.0

０．０

表６自己の力量向上への取り組み（％）

全体 15年未満

大い

に

教委等の研修 5.8

校内研修 13.0

公的研究会 2.9

自発的研究会 2.9

教育関係書籍 １０．１

個人的努力 13.0

ある

程度

63.8

68.1

29.0

29.0

71.0

79.7

あま

り

23.2

2.9

31.9

47.8

13.0

5.8

全く

7.2

０．０

36.2

18.8

5.8

0.0

大い

に

7.7

30.8

7.7

０．０

23.1

23.1

ある

程度

53.8

53.8

23.1

385

46.2

61.5

設問５．力量向上の取り組み

「力量向上のために，最近数年で自分が取り組ん

でいる研修の主催者等」について，４段階での回答

を集計したのが，表６である．

肯定的の割合の多いものは，「個人的な努力｣，

｢校内での研修｣，「教育委員会等の主催の研修｣，

｢教育関係の書籍・雑誌」である．逆に，「学会など

の公的な研究会」や「自発的な研究会」への参加は

3割程度と少ないことがわかる．

「新研究主任」は，校内研修会を牽引するために，

教育関係の書籍・雑誌等から情報を収集することに

努めていることがうかがえる．すなわち，悉皆研修

としての教育委員会等主催の研修のみならず，「教

育関係の書籍・雑誌」や「個人的な努力」に力をそ

そいでいることがわかる．

これを，教職経験年数による違いにより，再整理

したものを見る（経験年数については，設問２で述

べたように，「15年未満｣，「15-20年未満｣，「20年以

上」の３つの層に分けている)，「自発的な研究会」

が経験年数15年未満の若手層と20年以上のベテラン

194

あま

り

30.8

7.7

23.1

30.8

15.4

15.4

全く 大い

に

7.7 8.3

0.0 25.0

46.2 4.2

30.8 ０．０

15.4 4.2

0.0 8.3

15-20年未満

ある

程度

62.5

70.8

29.2

12.5

79.2

91.7

あま

り

12.5

4.2

37.5

70.8

16.7

0.0

全く

12.5

0.0

29.2

12.5

0.0

0.0

大い

に

3.1

28.1

０．０

6.3

9.4

15.6

20年以上

ある

程度

65.6

71.9

31.3

37.5

75.0

78.1

あま

り

28.1

0.0

31.3

37.5

9.4

6.3

全く

3.1

０．０

37.5

18.8

6.3

0.0

層で高く，中堅層で低くなっている．また，「教育

関係の書籍・雑誌」は経験年数15年未満の若手層で

は強い肯定は多いものの，「あまり」「まったく」を

合わせた利用にない割合は他の層に比べて倍近く多

い、

設問６．力量向上のために，どのような内容の研修

を望むか

「自分自身の力量向上のために，望む研修内容」

を，３段階で質問したものが，表７である。この質

問項目は，１０年経験者研修で取り上げられている研

修項目や山崎・前田（1988）が調査した本人の力量

形成に大きく寄与した事項等を参考にして，設定し

た。

強く望むものは，「教材開発や単元構成の方法｣，

｢教科の専門的事項の理解｣，「生徒理解・指導の方

法」の順となっている．低いものは，「教師のスト

レスマネージメントなど｣，「教職員間のコミュニケー

ション｣，「学校経営などのマネジメント｣，「国・県

等の教育施策の理解」となっている．また，授業運
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表７自己の力量向上のために望む研修の内容（％）

全体 15年未満 15-20年未満 20年以上

強く望む 望む 望まない 強く 望む ない 強く 望む ない 強く 望む ない

教材開発 66.7 27.5 5.8 76.9 23.1 0.0 62.5 37.5 ０．０ 65.6 21.9 12.5

指導方法 30.4 47.8 20.3 30.8 46.2 23.1 30.4 52.2 17.4 32.2 46.9 21.9

教科専門事項 47.8 46.4 5.8 61.5 38.5 ０．０ 33.3 62.5 4.2 53.1 46.9 9.4

生徒指導理解 46.4 52.2 1.4 53.8 46.2 ０．０ 37.5 62.5 0.0 50.0 46.9 3.1

学級経営 26.1 56.5 13.0 38.5 46.2 7.7 33.3 58.3 8.3 18.8 59.4 18.8

学校経営 14.5 53.6 31.9 23.1 46.2 30.8 8.3 58.3 33.3 15.6 53.1 31.3

ストレスマネジメント 15.9 52.2 30.4 15.4 69.2 15.4 20.8 37.5 41.7 12.5 56.3 28.1

教職員の関係 20.3 56.5 21.7 15.4 76.9 7.7 20.8 54.2 25.0 21.9 50.0 25.0

子ども関係 30.4 58.0 10.1 23.1 61.5 15.4 29.2 62.5 8.3 34.4 53.1 9.4

親との関係 21.7 62.3 13.0 15.4 69.2 15.4 29.2 62.5 4.2 18.8 59.4 18.8

教育施策理解 5.8 65.2 29.0 7.7 46.2 46.2 0.0 75.0 25.0 9.4 65.6 25.0

教育問題理解 11.6 66.7 21.7 7.7 61.5 30.8 8.3 70.8 20.8 15.6 65.6 18.8

教養等の向上 27.5 59.4 13.0 23.1 61.5 15.4 16.7 70.8 12.5 37.5 50.0 12.5

表８研究主任の分掌数と研究部等の構成人数（人）

全体 6学級未満 6-11学級 12学級以上

分掌数 2.7

研究部人数 3.9

営上で重要と思われる「ＴＴなどの指導方法」等は，

その要望が少ないことがわかる．

さらに，教職経験の違いによって見ると，「教材

開発や単元開発の方法」に関する研修要望は全体に

高いが，とりわけ，経験年数15年未満の若手層でそ

の要望が強い．「学級経営の方策」は経験と共に要

望は下がり，「学校経営などのマネジメント」が上

がっている．

また，「教科の専門的事項の理解」や「生徒理解・

指導の方法」での強い要望は，経験年数15-20年未

満である中堅層において低くなり，再びベテラン層

である20年以上では要望が強くなっている．「教師

のストレスマネージメント」においても同様な傾向

がある．逆に「保護者とのコミュニケーション」が

中堅層である経験年数15-20年未満で高い．「教養や

人間性の向上」に関してはベテラン層であるで経験

年数20年以上で要望が強くなっている．

設問７．８．研究主任以外の校務分掌について

「部活動も含めて，研究主任の分掌以外に担当し

ている状況」を記述してもらった。その結果を，表

第30号2008年

3.6 2.5 2.1

2.0 3.6 4.7

８に示す。

当然ではあるが，小規模校ほど，当然ではあるが，小規模校ほど，研究主任が担当

する他の校務分掌は多い。また，大規模校ほど，研

究主任を支える研究（研修）部員数が多い。設問３

にあるように，小規模校において初めて研究主任に

なった際には，大規模校に比べて，研究主任として

の分掌の他にも分掌が1.5倍ほどあり，かつ研修を

立案推進する際の相談相手・パーートナーである部

員数は大規模校の半数に満ちていない。この点，大

きな負担と，苦労があることが推測される。

設問９．研究主任として取り組んでいる事項につい

て，以外の校務分掌について

「研究主任として特に取り組んでいる事項」につ

いて，その度合いを４段階で回答してもらった．そ

の集計結果が，表９である．

学校規模が大きくなるほど，「校内研修会」に大

いに取り組んでいるという割合が高くなっている．

逆に，「地域社会，保護者との連携｣，「近隣校との

連携｣，「市町村教委との連携」などの項目は，小規

模校の方が高い．「相互の授業参観」に学校規模に
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表９研究主任に関わる学校での取り組み（％）

大い

に

通信発行 29.0

校内研修会 46.4

相互授業参観 30.4

近隣校連携 10.1

地域連携 10.1

地教委連携 5.8

県教委連携 1.4

全体

ある

程度

44.9

52.2

42.0

55.1

62.3

63.8

60.9

あま

り

13.0

0.0

24.6

29.0

21.7

27.5

33.3

全く 大い

に

8.7 37.5

０．０ 37.5

1.4 25.0

4.3 18.8

4.3 12.5

1.4 12.5

2.9 0.0

6学級未満

ある

程度

56.3

62.5

56.3

37.5

68.8

68.8

68.8

あま

り

０．０

0.0

18.8

37.5

12.5

18.8

31.3

全く

0.0

０．０

0.0

6.3

6.3

0.0

0.0

大い

に

20.5

43.6

33.3

10.3

10.3

2.6

0.0

6-11学級

ある

程度

38.5

53.8

30.8

61.5

61.5

61.5

53.8

あり

17.9

０．０

30.8

20.5

20.5

30.8

38.5

全く

15.4

0.0

2.6

5.1

5.1

2.6

5.1

大い

に

42.9

64.3

28.6

0.0

7.1

7.1

7.1

12学級以上

ある

程度

50.0

35.7

57.1

57.1

57.1

64.3

71.4

あま

り

7.1

0.0

14.3

42.9

35.7

28.6

21.4

全く

０．０

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

表１０校内研修会等の回数（回／年）

年間回数 全体 6学級未満 6-11学級 12学級以上

全体の研修会 9.0 7.3 9.9 8.7

一部の研修会 4.5 1.8 3.6 10.1

表１１校内研修会等の状況（％）

全体 6学級未満

大い

に

全体の研修会 18.8

一部の研修会 14.3

ある

程度

79.7

81.6

あま

り

0.0

2.0

全く

0.0

０．０

大い

に

12.5

0.0

ある

程度

87.5

88.9

よる大きな差は見られない．

小規模校の場合には，校内の教員数が少なく，そ

のために校外と連携を持つことにより，新たな風を

入れる努力をしていると思われる．

一方で，全体的に否定的な評価が多いものが，

｢県教委，教育事務所との連携」や「近隣校との連

携」であり，いずれも規模においても外部との連携

が十分とは言えない状況にあるように思われる．

設問10．各学校での校内研修会について，全体会と

一部の先生方のみの参加による研修会等について

「校内の開催数数とそれがどの程度機能している

か」を集計したのが，表10,11である。

教職員全員が参加する研修会は月に１回弱という

程度で，学校規模による大きな違いはない。一部の

教員で行う教科や学年という単位での研修会は，学

校規模が大きいほど多くなる。

しかし，大いに機能しているという強い肯定の割
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あま

り

0.0

１１．１

全く 大い

に

０．０ 17.9

0.0 17.9

6-11学級

ある

程度

79.5

78.6

あま

り

０．０

0.0

全く

0.0

0.0

大い

に

28.6

16.7

１２学級以上

ある

程度

71.4

83.3

あま

り

0.0

0.0

全く

0.0

０．０

合が最も多いのは，大規模校での「教職員全体が参

加する研修会」である。一般的には大規模校での研

修会は参加者も多く各自の発言の機会が少なくなり，

一部の人が中心となって研修会が進行するというケー

スが多いという指摘はあるが（例えば，上原，2005)，

本県内ではその点は上手に機能していると感じてい

るようである。

設問11．研究主任として感じている課題

「研究主任として感じている問題や課題について

意識」を，４段階で回答してもらったものを表12に

示す．

全体を通しての課題意識が強い「大いに課題であ

る」は，「学校全体の'忙しさ」「教育課題の多さ」

｢研究主任の忙しさ」の順に指摘が多い．このうち，

学校規模が大きくなると，相対的に「学校全体の'忙

しさ」の指摘が増え，「研究主任の’忙しさ」はその

順は低くなっている．「児童・生徒の変化」は大規
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大い

に

主任の多忙 24.6

研究部の連携 18.8

学校の多忙 55.1

同僚関係 4.3

向上意欲 １０．１

課題の多さ 29.0

教委との関係 2.9

子どもの変化 15.9

親地域の変化 13.0

経費等 5.8

全体

ある

程度

59.4

50.7

40.6

31.9

42.0

56.5

24.6

59.4

55.1

20.3

あま

り

14.5

26.1

2.9

47.8

43.5

13.0

63.8

18.8

30.4

65.2

全く

0.0

1.4

０．０

14.5

2.9

0.0

7.2

2.9

0.0

7.2

表１２研究主任としての課題（％）

大い

に

25.0

25.0

37.5

6.3

18.8

12.5

6.3

12.5

０．０

12.5

6学級未満

ある

程度

68.8

37.5

56.3

50.0

50.0

56.3

18.8

43.8

37.5

6.3

あま

り

6.3

31.3

6.3

25.0

31.3

31.3

68.8

37.5

62.5

68.8

全く

０．０

6.3

0.0

18.8

0.0

0.0

6.3

6.3

0.0

12.5

大い

に

28.2

12.8

59.0

2.6

2.6

35.9

2.6

10.3

15.4

2.6

6-11学級

ある

程度

53.8

56.4

35.9

20.5

359

53.8

23.1

71.8

61.5

23.1

あま

り

15.4

25.6

2.6

5.1

53.8

7.7

66.7

15.4

20.5

66.7

全く
大い

に

０．０ 14.3

０．０ 28.6

0.0 64.3

17.9 7.1

5.1 21.4

0.0 28.6

5.1 ０．０

０．０ 35.7

0.0 21.4

5.1 7.1

12学級以上

ある

程度

64.3

50.0

35.7

42.9

50.0

64.3

35.7

42.9

57.1

28.6

あま

り

21.4

21.4

0.0

50.0

28.6

7.1

50.0

14.3

21.4

57.1

全く

0.0

０．０

０．０

0.0

０．０

０．０

0.0

14.3

7.1

7.1

表１３研究主任の力量形成に必要なもの（％）

全体 １５年未満

大い

必要

ある

程度

あま
全く

大い ある

程度

あま

り に り

センター研修充実 30.4 63.8 4.3 0.0 23.1 69.2 7.7

学会等の研修 15.9 71.0 11.6 0.0 30.8 46.2 23.1

管理職の支援 27.5 63.8 7.2 ０．０ 38.5 53.8 7.7

大学等の研修 2.9 34.8 58.0 2.9 7.7 30.8 53.8

教委等の支援 13.0 71.0 13.0 1.4 7.7 69.2 23.1

大学等の支援 7.2 4２０ 43.5 4.3 7.7 38.5 46.2

模校になると大きな値になっている．同様に「親・

地域社会の変化」も大規模校になると増え，「教育

委員会との関係」も弱い肯定まで含めると大規模校

になると増えている．

設問７，８，９でみたように，小規模校では，学校

規模の大小に関わらず一定の数と量のある校務分掌

の仕事を少人数の教職員で分担するので，大規模校

に比べて小規模校での分掌としての一人あたりの仕

事は多く，しかも分掌の構成員も少ない．このこと

から，「主任としての多忙感」が大きいことは考え

られる．それに対して，校内の全児童・生徒の氏名

はもちろん，行動まで全教職員が把握できているよ

うな小規模校に比べ，大規模校においては個々の児

童・生徒を知ることは難しく，「児童・生徒の変化」

等の課題意識が増加することになっていると思われ

る．

第30号2008年

全く
大い

に

０．０ 25.0

0.0 16.7

０．０ 25.0

7.7 0.0

0.0 8.3

7.7 8.3

15-20年未満

ある

程度

66.7

79.2

62.5

33.3

75.0

37.5

あま

り

8.3

4.2

12.5

66.7

12.5

45.8

全く

０．０

０．０

0.0

0.0

4.2

8.3

大い

に

37.5

9.4

25.0

3.1

18.8

6.3

20年以上

ある

程度

59.4

75.0

68.8

37.5

68.8

46.9

あま

り

0.0

12.5

3.1

53.1

9.4

40.6

全く

0.0

０．０

０．０

3.1

0.0

０．０

設問12．研究主任の力量を高めるための支援につい

て

「研究主任としての力量を高めるための支援とし

て，どのような機会や支援が必要であるか」を４段

階で回答してもらった。その結果を表13に示す。

「総合教育センターによる研修の充実」と「校長，

教頭からの支援の充実」が特に求められていること

がわかる。この調査が総合教育センターでの研修時

に実施したことを割り引いても，否定的な声は少な

く，要請が強いと言える。また，経験年数が増すに

つれて強い要請は増加傾向にある。「教育委員会等

による学校への支援」も同様に，経験年数が増すに

つれて，その要請は大きくなっている。逆に，「学

会，研究会等での研修の充実」は下がっている。

「大学，大学院での研究の充実」や「大学等の専

門機関による学校への支援」等の必要感は低く，大

学に対する期待度が非常に低いということがわかる。
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4．考察

このアンケートの結果は，次のようにまとめるこ

とができる．

(1)教員の力量向上のための体制としては，「新研

究主任」は学校規模が大きくなるほど，「管理職

の指導助言」の寄与が少ないと感じており，逆に

「研修部等による校内研修」が効果的に働いてい

ると感じていることがわかる．しかし，校内研修

はまだ十分に機能していないという認識が多い．

(2)これまでの校内研修会は十分に機能しておらず，

また，校外研修等への参加も多くは望めない現状

から，「新研究主任」は，有益な‘情報源を教育関

係の書籍・雑誌等に求めている．このような'情報

源をもとに，新研究主任として新規の校内研修会

を主催しようとする意欲があるとも考えられる．

(3)自己の力量向上のために強く望む領域は，「教

材開発｣，「教科の専門事項｣，「生徒指導理解」と

なっている．

(4)研修内容として強く望まれているものは，経験

年数により違いがあり，１５年未満の若手層では，

「教材開発や単元開発の方法」の要望が高い．ま

た，「教科の専門的事項の理解」や「生徒理解・

指導の方法」についは，経験年数が15-20年の中

堅層で低くなるが，若手層とベテラン層での要望

は高い．逆に，「保護者とのコミュニケーション」

については中堅層でその要望は高い．「教養の向

上」は経験年数20年以上のベテラン層で高くなっ

ている．

(5)新任の研究主任を取り巻く環境の中で，彼らが

求める支援として，「総合教育センターによる研

修の充実」と「校長，教頭からの支援の充実」が

特に強い．とりわけ，「総合教育センターによる

研修の充実」は，経験年数が高くなるにほど，そ

の要請は大きい．一方，「大学等の専門機関によ

る学校への支援」への期待は低い．

筆者らは，これまでに自主的な校内研修会を実践

している学校の研修会にも出向いてきている．その

他，公的な研修会として，平成１８年度の独立行政法

人教員研修センターの委嘱事業「教員研修モデルカ

リキュラム・開発プログラム」に関わりながら，

｢新研究主任」の勤務校を訪問し，校内研修会へ参

画してきた．また，平成１８．１９年度の学力向上拠点

形成事業等においても学校現場に関わってきた．さ
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らに，平成19年度大学改革推進等補助金（大学改革

推進事業・専門職大学等教育推進プログラム）の支

援を受けた「ミューチュアルエントリーシステム」

による授業研究会を実践してきた．これらの経験を

もふまえ，上記の結果から，以下のような改善の提

言を試みたい．

a）学校における研修の体制について

「管理職による指導・リーダシップ」はおおむね

機能しているととらえられるが，前述の(1)のように

学校規模が大きいほど，その機能が弱化する傾向に

ある．そこで，学校規模が大きいほど，管理職と研

究主任，そして一般の教職員との関係を密接にして

いくという管理職側の主体的な努力と，主任層を活

用した学校全体でのマネジメントの向上が求められ

る．とりわけ新研究主任に対しては，効果的な校内

研修のあり方について管理職が十分にアドバイスを

するという体制の構築が必要がある．管理職自身も，

研究主任の役割について熟知し，その成長を助け，

次の世代を育てる存在でなければならない．

また，多くの学校には，すでに研究主任を経験し，

研究主任の先輩格にあたる教員がいるはずである．

その方々にも，新任研究主任を育て，支援していく

という強い自覚が求められる．ただし，本県では，

小規模校が多く，そのような先輩に恵まれないケー

スや教職経験のまだ浅い内に主任になるという場合

もあり得る．そのような場合にはとりわけ，管理職

の強い支援が必要である．

さらに，時間確保等の経営上の努力については否

定的な回答が多いことから，管理職が中心となり，

校内研修の時間を増やすばかりでなく，学校全体で

会議や校務を厳選・効率化を図り，児童生徒とふれ

あう時間を増やす，授業準備，教材研究等にあてる

時間を増やすなどのことも含めて改善を図ることが

急務であろう．

他方，「校外研修」については新研究主任の場合，

否定的な割合が高くなっていることから，校外研修

と校内研修がリンクし，校外研修の成果が校内での

研修をはじめとした諸活動に反映・伝達できるよう

な体制づくりも必要であろう．特に，後述するよう

に，総合教育センター等の専門研修講座（Ｂ・Ｃ講

座）やさらには土曜講座のような自主的な校外研修

の内容の充実と共に，校内の教職員が積極的にその

ような活動に参加できるような雰囲気や体制を構築

することも必要である．
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b）校外の公的研修について

本調査からは，「自己の力量形成の場」は「校内

研修」が中心であり，教育委員会や総合教育センター

等による研修の比重は低い．これらの公的な研修の

機会は，予算的にも今後運営が厳しくなることが予

想されるが，その研修の魅力を高めるとともに，多

様'性を高め，課題別，レベル別など，現場教職員の

ニーズに合ったものを提供していくことが必要があ

ろう．

また，教職員が教育関係の書籍・雑誌を読まなく

なったと言われるようになって久しいが，本調査で

も，教育関係書籍を大いに活用している人は少ない．

教職員の多忙化により，読書の時間が少なくなって

いることもあろうが，教職員が様々な情報を探し求

め，有益な情報を幅広く求めようとする傾向・意欲

が弱まっているようにも思える．このことは，「教

養等の向上」への要望が大きいことからもうかがえ

る．

何よりも危』倶されるのは，公的研修会ないし自発

的研究会に取り組んでいない（あるいは価値を見出

していない）教員が７割近くもいることである．校

内での時間的余裕がない，地理的に遠い，部活動が

'忙しい等の理由は考えられるが，自発的に有益な'情

報を求めようとするモチベーション自体が下がって

いるように思える．特に経験年数が少ない教員ほど

その傾向が強い．以前は様々な形で，学校を超えた

交流があったが，現在は全国的にもそのような活動

は衰退傾向にある．しかし，学校の中だけではなく，

他の学校や異校種の教職員と交流することは重要で

あり，校外の多様なチャンネルから得られる情報が，

校内研修に反映し，それが伝搬されることにより，

それらの知見が融合し，相乗的な効果を発するもの

と思われる．

c）研修の内容について

研修の内容としては，「教材開発」「教科専門事項」

｢生徒指導理解」が全体として強く望まれているこ

とから，この面での研修内容の充実が必要であろう．

年代別に見れば，１５年未満の経験年数の少ない層

では，「教材開発」「学級経営」に関する要望が他世

代に比べて高いことから，この部分の充実は必要で

ある．一方，これらは研修という形態のみならず，

日々の学級経営や授業実践を通して，教師間の語り

合いという「知の伝承」が旧来の学校には文化とし

て存在していた．それが，多‘忙化の中，多くの学校
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で消滅しつつある．大変ではあるが，今，この時期

に，そのような雰囲気を職員室に改めて醸成するこ

とが喫緊の課題と言える．

また，日常的に授業を校内の他者に公開し，それ

をたたき台として，自己の授業の改善を図るという

スタンスも欲しい．教師の専門性は，目の前にいる

子ども達に対して，どのように学びを保障するかと

いうところにあり，それが達成されているか日々の

授業で把握する必要がある．一方，教材を通して子

どもにどのように思考を促し，学びを深めるかとい

う仕掛けをすることは教師の機能の一つである．そ

の根幹をなすものが子どもへの発問である．その発

問を日々磨く努力が薄れ，さらに先輩教職員から若

手に多様な手立てを伝承する機会も少なくなってき

ており，職員室でのそのような語りを取り戻す努力

が必要であろう．

｡）研究主任の取組について

「校内研修会」「相互授業参観」「通信発行」等は

多くの学校で取り組まれている．ただ，小規模校で

は，校内研修会は少なく，教職員の数が少ないため

か，研修会が上手にいっているとの強肯定は少なく，

｢近隣校との連携」「地域との連携」「地教委との連

携」の比重が大きい．規模が小さければ，他と連携

し活性化することは必要であるが，地理的，心理的

距離とともに，移動等の時間の問題も大きい．その

際のテーマとしては，同一学区域の小中学校の連携

などは特に重要であろう．

「学校の多'忙化」を指摘する声が高い．「課題の

多さ」も含めて，特に学校規模が大きくなるほどそ

の傾向が強くなることから，この点も早急な改善が

必要である．近年は大きな改革が国レベルでも続い

ていることから，その影響は今後も大きいと思われ

る．じっくりと実践に取り組む時間的余裕が必要で

あろう．そのためにも，教職員が「やらされている」

という消極的な意識を転換し，積極的に取り組める

ように環境整備に努めることも必要になる．

e）大学教員の支援について

「大学等での研修」「大学等の支援」の期待は非

常に低い．大学側の改革も進みつつあるが，この点

は，大学教員側に問題が多い．多くが待ちの姿勢で

ある．こちらから課題を明示し，仕掛けを持って学

校に積極的に入り込んでいくことが今後求められる．

本調査のきっかけになった独立行政法人教員研修セ

ンターの「教員研修モデルカリキュラム・開発プロ
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グラム」において，筆者らが数次にわたり，校内研

修会に出向いた研究協力校からは高い評価を得たり

(浦野，2007)，これまでの実践では，学習指導カウ

ンセラーとして関わる中から，新たな授業研修会の

方法を提言したところ，予定外の校内研修会が新規

に設定されるというケースもあった．

さらに，このように，学校現場の校内研修会等に

参加している大学教員等が，大学においても，その

経験を交流し合う場がこれまではなかった．現状は，

個人的な取り組みに終わっていて，貴重な教育的な

財産・知見が共有化されていない．共通する課題や

成果が検討され，次に生かされる体制が作られなけ

ればならない．この点は，平成19年度大学改革推進

等補助金（大学改革推進事業・専門職大学等教育推

進プログラム）の支援を受けた「ミューチュアルエ

ントリーシステム」による授業研修会を開始し，そ

の改善の途についたところである．

附記：本研究の遂行に協力いただいた秋田県総合教育セ

ンター及び訪問した学校，並びに関係する先生方に深

く感謝申し上げます。また，本研究は平成18年度独立

行政法人教員研修センター委託事業「教員研修モデル

カリキュラム・開発プログラム」及び科学研究費補助

金・基盤研究（Ｃ）（課題番号：18500697）の支援を受

けている．なお，本報告は，日本教育メディア学会2007

年度第２回研究会において口頭発表したものに，加筆・

修正したものである．
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本教育工学論文誌，２６巻，３号，ｐｐ､107-115

Summary

Thepresentpaperreportsontheresultsof

thesurveyresearchthatwasconductedin2006to

examinetheviewtheteacherdesignatedas

researchdirectorwouldholdregardingthe

developmentofteachers’professionalcompe‐

tence、Theanalysisoftheresultsrevealedthe

followingfindings.（１）Thelargertheschoolsize，

thelesscontributionadministratｉｖｅｓｔａｆｆｍａｙ

ｍａｋｅｔｏｔｈｅｓｔａｆｆdevelopment；ｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒ

ｈａｎｄ,ｔｈｅcommitteemaymakeagreatercontri‐

bution．（２）Novicedirectorstendtofeelthat

staffdevelopmentsessionshavenotbeensuccess‐

fulfordeepeningknowledgeintheprofessional

field；thus，ｔｈｅｌａｃｋｏｆｋｎｏｗｌｅｄｇｅｈａｓｔｏｂｅ

ｃｏｍｐｅnsatedforbyreferencingtoprofessional

publications．（３）Theareaswheretherespon‐

dentsreportedneedingtodevelopinclude

materialdevelopment，subjectknowledge，and

understandingstudents，ｉｎparticular．（４）The

expectationoftheparticipantschangesasyeａｒｓ

ｇｏｂｙ.（５）Theteachersrequestmoreopportuni‐
tiestoattendin-serviceteachertrainingcourses，
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ｓｕｃｈａｓｔｈｅｏｎｅｓｔｈａｔａｒｅｏｆｆｅｒｅｄｂｙｔheEduca-

tionalCenteroftheuniversity,andlikewisethey

reportedtheyneedsupportfromschoolprincipal

aswellasvice-principal、Basedonthefindings，

thepresentpaperconcludeswithseveralsugges‐

tions；ａ）agreatdealofsupportneedbegivento

theteachingstaff,particularlyofanadministra-

tiveposition；ｂ）greateropportunitiesneedtobe

giventotheteacherstoattendin-serviceteacher

trainingcourses，ａｓｔｈｉｓｒｅｌａｔｅｓｔｏｔｈｅｄｅｇｒｅｅｏｆ

ｍｏｔｉvationonthepartofteachers；c)itiscrucial

toimproveaschoolatmosphereinawayinwhich

teacherｓｍａｙｆｅｅｌｆｒｅｅｔｏｅｘｃｈａｎｇｅｉｄｅａｓａｎｄ

informationwithotherteachers；ｄ）staffdevel‐

opmentneedstobedoneinconjunctionwith
thecommunity；ａｎｄｅ）activeinvolvementis

expectedonthepartofuniversityfaculty．

KeyWords：ResearchResearchDirector，Professional

Competence,StaffDevelopmentSes-

sions，In-ServiceTeacherTraining

Courseｓ
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